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A.研究目的 
 近年，建築物においては規模の大型化，用途

の複合化，建築設備の変化，危機管理の強化や

温暖化対策など，従来の想定を超える状況の進

行に伴って，衛生にかかわる管理基準を満足し

ない割合「不適率」の増加が進み，管理方法，

管理基準を含めた環境衛生管理のあり方が問わ

れる事態が急速に顕在化している。 
 本研究は，建築物における環境衛生管理及び

管理基準に着目して，建築物の環境衛生の実態

調査，現状の把握及び問題点の抽出，原因の究

明，対策の検討等を実施し，これらの情報を基

に，公衆衛生の立場を踏まえた，今後の建築物

に必要な環境基準のあり方について提案を行お

うとするものである。 
 
B.研究方法 
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研究要旨 
 近年，建築物においては規模の大型化，用途の複合化，建築設備の変化，危機管理の強化や温暖

化対策など，従来の想定を超える状況の進行に伴って，衛生にかかわる管理基準を満足しない割合

「不適率」の増加が進み，管理方法，管理基準を含めた環境衛生管理のあり方が問われる事態が急

速に顕在化している。 
 本研究は，建築物における環境衛生管理方法及びその管理基準に着目して，建築物の環境衛生の

実態調査，現状の把握及び問題点の抽出，原因の究明，対策の検討等を実施し，公衆衛生の立場を

踏まえた，今後の建築物に必要な環境基準のあり方について提案を行おうとするものである。 
 本年度は，昨年度の調査資料に基づいて建築物における環境衛生の実態を把握するアンケート調

査を継続してその解析，建築物における衛生環境の実態測定・調査を行うとともに，文献により最

新の空気環境による健康影響被害の実態，及び建築物環境衛生の管理のあり方についての資料整備

を行い，検討を加えた。更に，空調設備などの用途，運用などのほか，新たに管理すべき項目，監

視方法の妥当性，維持管理方法のあり方についても，検討・提言のための基礎資料を収集した。 
 なお本研究では，建築物利用者に対して建築物に関するアンケート及び環境衛生監視員に対して

建築物衛生法に関する調査を実施した。個人の情報が得られないように，また解析は匿名化された

データを用いて統計的処理を行う。一方，建築物や法律の解釈を対象としており，個人を対象とし

た調査や実験を含まない。また，研究で知り得た情報等については漏洩防止に十分注意して取り扱

うとともに，研究以外の目的では使用しない。 

研究分担者 
東  賢一 近畿大学医学部 
池田 耕一 日本大学理工学部 
射場本忠彦 東京電機大学未来科学部 
鍵  直樹 東京工業大学 
金   勲 国立保健医療科学院 
田島 昌樹 高知工科大学 
中館 俊夫 昭和大学医学部 
百田 真史 東京電機大学未来科学部 
柳   宇 工学院大学建築学部 
研究協力者 
 高橋佳代子 東京都健康安全研究センター 
 松田 澄子 東京都健康安全研究センター 
 斎藤 敬子 （公社）日本建築衛生管理教育センター 
 鎌倉 良太 （公社）日本建築衛生管理教育センター 
 杉山 順一 （公社）日本建築衛生管理教育センター 
 下平 智子 （公社）ビルメンテナンス協会 



-2- 

 以下のサブテーマに分けて進めた。 
B.1 建築物利用者の職場環境と健康に関する実
態調査 
本研究では，近年，「温度」，「相対湿度」，「二

酸化炭素」について，建築物衛生法の建築物環

境衛生管理基準に適合しない特定建築物の割合

（以下，不適率）が，特に事務所等において上

昇傾向にあることが指摘されるなど衛生環境の

悪化が危惧されているこのような背景を踏まえ，

建築物の管理者や利用者に対する全国規模のア

ンケート調査によって，事務所に勤務する者の

健康状態と職場環境等を調査し，オフィス環境

に起因すると思われる健康障害の実態と職場環

境との関連性を明らかにする。また，その調査

を行った一部の建築物において，職場環境にお

ける室内空気質の計測を行い，建築物利用者の

健康に影響する具体的な空気質の項目を明らか

にすることを目的としている。これらの結果を

踏まえて，建築物利用者の健康や職場環境に影

響する可能性のある維持管理上の課題を明らか

にする。 
自記式調査票を調査対象の企業に配付し，郵

送にて回収した。建築物の管理者または事務所

の責任者に対しては「建築物の維持管理状況の

調査」（管理者用調査），事務所の従業員に対し

ては「職場環境と健康の調査」（従業員用調査）

を実施した。管理者用調査では，事務所及び事

務所が入居する建築物の維持管理状況などを質

問した。従業員用調査では，職場環境と健康状

態などを質問した。アンケートは，公益社団法

人全国ビルメンテナンス協会に所属する全国都

道府県の会員企業（約 3,000 社）の本社・支社
等の事務所の管理者と従業員を対象として，

2012年 1月～3月の冬期及び 2012年 8月～10
月の夏期に実施した。冬期は 315件の企業の管
理者（回収率 64.4%）及び 3,335名の従業員（企
業数 320件）から回答を得た。また，夏期調査
では 307件の企業の管理者（回収率 62.8%）及
び 3,024名の従業員（企業数 309件）から回答
を得た。 
更に，2012 年 1 月～3 月（冬期）及び 2012
年 8月～10月初め（夏期）に全国規模のアンケ
ート調査を行った建物のうち，実測調査への協

力が可能との回答があり，SBS関連症状の有症
者の割合が高いところと低いところを選定した。

実態調査の測定項目としては，建築物衛生環境

管理基準項目に加え，浮遊微生物，揮発性有機

化合物， PM2.5を計測した。 
 データ解析方法として，建物の事務所の空気

質とそこに勤務する従業員の SBS 関連症状と
の関係を解析するために，それぞれの事務所に

おける 5つの SBS関連症状の有症率を算出し，
測定した空気質との関係を解析した。また，有

症率にバイアスが掛かっている可能性があるこ

と，測定データが多くないことから，各従業員

における SBS関連症状の有無と，その従業員が
勤務する事務所の測定結果との関係についても

解析した。 
 
B.2 建築物における空気環境の実態調査と維持
管理に関する研究 
 厚生労働科学研究費補助金「建築物の特性を

考慮した環境衛生管理に関する研究（H21-健危
-一般-009）」における調査では，特定建築物の
中でも学校，事務所における顕著な基準不適合

と，建築物衛生法の改正により特定建築物の適

用範囲に加わった個別空調設備の維持管理の問

題点が指摘された。 
 高齢者福祉施設，学校建築物など，用途毎の

管理基準値のあり方に提言を行うことを目的と

して実態調査を行った。また建築物衛生法改正

により適用範囲となった個別空調設備を有する

建築物の空気環境及び空調設備の汚染状況の実

態を調査し，問題点の抽出及び維持管理のあり

方を検討した。更に前章で行ったアンケート調

査の対象とした事務所建築物を対象に，健康と

の関連を検討するための室内環境の実態調査を

行った。相対湿度不適率の改善のための空気調

和設備のあり方と保健所の指導のあり方を明ら

かにするために，全国の保健所の建築物衛生担

当者に対して加湿装置及び機械換気設備の解釈

に関するアンケート調査を行った。 
 高齢者福祉施設については，夏期に５物件の

空気環境及び水質についての調査を，同年度冬

期においても同様の調査を実施し，その実態の

把握を行った。 
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 学校教室環境については，地域別，気候別，

設備別による室内環境への影響を明らかにする

ため，国内の 3大学（4教室），中国 2大学（5
教室）の計 5 大学（9 教室）を対象に調査を実
施した。全教室共通に二酸化炭素，温度，相対

湿度を測定項目としたほか，浮遊細菌・真菌の

測定も行った。 
 また，個別空調設備については，建物の管理

技術者へのアンケート調査を行うことで，維持

管理実態特徴を明らかにするとともに，パッケ

ージ型空調機内に小型温湿度計を設置し，温湿

度の連続測定を行った。また併せて一定期間前

後の給気中の浮遊微生物及び空調機内の付着微

生物測定を行い，空調機内の温湿度環境と微生

物汚染の関係について検討を行った。 
 前章で行ったアンケート調査の対象とした事

務所建築物における実測では，冬期及び夏期に

行い，建築物衛生環境管理基準項目（温度，相

対湿度，一酸化炭素，二酸化炭素，浮遊粉じん）

のほか，浮遊微生物，揮発性有機化合物，PM2.5

を加え，建物毎の特性の把握を行った。 
 更に，相対湿度不適率の改善のための空気調

和設備のあり方と保健所の指導のあり方を明ら

かにするために，全国の保健所の建築物衛生担

当者に対して加湿装置及び機械換気設備の解釈

に関するアンケート調査を行った。全国 495件
の保健所に郵送し，組織を代表して建築物衛生

の担当者１名に特定建築物に対する指導や管理

等の現況について，自記式調査票に記入を依頼

し，郵送により回収した。355件（回収率 71.7%）
から回答を得たが，自治体を代表して回答した

ものも含まれていた。調査票では，空気調和設

備や機械換気設備及び加湿器の設置に関する保

健所の指導状況，相対湿度の測定及び報告に関

する保健所の状況等を選択式の質問をし，コメ

ントも頂いた。 
  
B.3 建築物の空気調和設備の維持管理及び運用
のあり方に関する研究 
建築物においては，エネルギー消費に係る機

器・構造の性能確保や適正保全措置の徹底が省

エネルギー法に盛り込まれるなど，官民を挙げ

て多様な対策が進められている。しかしながら，

社会に普及しつつある省エネルギー手法の中に

は，建築物衛生法の主旨とは相容れない衛生上

の問題や，かつての法制定・改正時には想定さ

れていなかったものなどが散見される。 
先の厚労省科研費調査では，特に冬季相対湿度

の基準値不適合が，個別部分空調と称される特

定の空気調和設備の維持管理及び運用方法に起

因していることが指摘された。これらは，特に

事務所用途において普及が進み，相対湿度の不

適率上昇の原因とも考えられる。そこで，本課

題では当該空気調和設備について，環境衛生デ

ータの収集と解析を実施し，基準適合範囲に収

まる，省エネルギーと環境衛生の両立に資する

適切な維持管理手法・監視方法の提案を行うこ

とを目的としている。 
また本研究においては，建築物衛生法の衛生

管理基準値に対して不適合となる場合の，原因

や詳細な課題抽出を目的として，複数の事務所

空間を対象とした室内環境の連続的時間データ

を収集・取得および解析し，一般的に発生しう

る事象を取りまとめた。そのうえで現状の室内

環境測定手法の課題と，今後の測定のあるべき

姿について提案を行った。 
 
B.4健康影響と管理基準のあり方に関する研究 
建築物内の空気質はそこで活動する人間の健

康や快適性に強く関連することから，その維持

管理は建築物環境衛生管理の最も重要な要素の

一つである。建築物内には空気質の劣化をもた

らす種々の汚染物質発生源が存在し，シックビ

ルディング症候群（以下，SBS）やシックハウ
ス症候群（以下，SHS）などの健康問題との関
連が示唆されている。 
一方近年室内空気汚染物質の新たな発生源と

して，オフィスや家庭内に急速に普及した電子

複写方式の事務機器（複写機，レーザープリン

タ，およびその複合機）が注目されている。こ

れらの機器は文字や画像の印刷のために粉体ト

ナーを使用することから，従来から室内の粒子

状物質汚染の可能性が指摘されていたが，最近

になって，その稼働時に粒径がごく小さい粒子

状物質（微小粒子[以下，FP]，超微小粒子[以下，
UFP]）が放出されることがわかってきた。 
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 そこで本研究では，将来の建築物環境衛生管

理における潜在的な管理項目として，これら事

務機器から発生する粒子状物質について，現在

の知見を文献的に整理することを目的とする。 
調査方法として，データベースを利用した文

献検索により文献を収集し，整理した。文献の

範囲は原著論文を原則とすることとして，一般

誌の解説記事的な文献や会議録，報道記録は除

外した。国内（和文）文献は医学中央雑誌のデ

ータベースを，海外を含む英文文献のデータベ

ースにはMedlineを用いた。"エミッション"，"
複写機"，"レーザープリンタ"，"シックビル症
候群"などのキーワード（日本語，英語）により
探索的に検索を行った。検索された文献の内容

を確認し，本調査の趣旨に合致する文献を適宜

収集した。 
 
C.研究結果 
 本研究に関して，研究項目ごとにまとめる。 
C.1 建築物利用者の職場環境と健康に関する実
態調査 
職場環境において，強い疑いのあるシックビ

ルディング症候群（SBS）関連症状（米国 NIOSH
の基準）の冬期における有症率は，非特異症状

14.4%，目の症状 12.1%，上気道症状 8.9%，下
気道症状 0.8%，皮膚症状 4.5%であった。同様
に夏期ではそれぞれ18.3%，14.1%，6.7%，0.9%，
2.2%であった。これらの症状に関与する環境要
因を解析した結果，冬期および夏期ともに，SBS
関連症状と職場の環境要因との関連性について，

温湿度環境，薬品・不快臭，ほこりや汚れ，騒

音などの環境要因と SBS 関連症状との関係が
示唆された。さらに夏期では，カーペットの使

用や 3ヶ月以内の壁の塗装との関連性が示唆さ
れた。 
建築物の維持管理項目では，冬期の湿度基準

の不適合と目の症状や上気道症状や皮膚症状，

冷却加熱装置の汚れと上気道症状との関連性が

示唆された。また，夏期の二酸化炭素基準の不

適合と非特異症状との関連性が示唆された。冬

期の目の症状と皮膚症状，夏期の目の症状と上

気道症状では，特定建築物の方が非特定建築物

よりも高いオッズ比を示した。 

冬期 11件（107名），夏期 13件（207名）か
ら得られた SBS 関連症状と室内空気質の測定
値との関連性について解析を行ったところ冬期

では，非特異症状と高い粉じんレベル（5μm
以上），上気道症状と高いアルデヒド類濃度や高

い室内温度，皮膚症状と低い室内温度との間に

関連性がみられた。また，皮膚症状と低湿度に

も有意な傾向があった。夏期では，上気道症状

と高いトルエン濃度，皮膚症状と低い室内温度

との間に有意な関係がみられた。 
 
C.2 特定建築物のあり方と個別分散空調方式の
実態に関する研究 
高齢者福祉施設 5件を対象に，夏期に空気環
境及び水質について建築物衛生法に準じた方法

で実測調査を行うとともに，微生物に関する調

査を行った。結果として，温度，相対湿度及び

二酸化炭素濃度が基準値を逸脱するところはあ

ったものの，温度及び湿度については，空調の

設定温度は基準値の範囲に設定されていること，

デイルームなど居住者がいなくなると停止する

など，職員がこまめに操作していた状況がうか

がえた。二酸化炭素濃度については，在室者の

多さや全熱交換器を停止していることによる換

気不足が原因であると考えられる。また，浮遊

微生物については，真菌の濃度が高く，高湿性

である Cladosporium spp.が全ての施設で検出さ
れた。一方，細菌については，比較的濃度の高

い施設が見られ，換気不足がその原因であると

考えられる。なお，いずれの施設でもグラム染

色による分類では芽胞菌が優勢であった。 
学校教室環境の実測では，二酸化炭素濃度は

在室者数・空調と換気の状況及び窓の開閉に影

響され，自然換気は二酸化炭素濃度を下げるの

に有効な手段ではあるが，立地条件や気候によ

り必ずしも年間を通して行えるわけではないこ

とが問題と考えられる。また，微生物や温湿度

が日本建築学会の規準値及び建築物衛生法の基

準値を上回る可能性があるため，十分な能力を

もった空調設備が必要であると考えられる。 
個別分散空調方式については，アンケート調

査の実施及び，個別分散空調方式を有する建築

物内の室内空気質，浮遊細菌・真菌及び空調機
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内の細菌・真菌汚染の実態を把握した。10,000m2

以上の大規模建築物においても個別分散型空調

方式が有効回答数の 24％において採用されて
おり，個別分散型空調方式の普及状況がうかが

えた。また，全熱交換器を採用している建物が

全体の 6割以上を占めており，省エネへの意識
の高さが確認された。更に，空調・換気運転の

どちらも居住者任せという回答が 78％と高く，
個別分散方式の特徴があらわれた。実態調査の

結果，執務時間帯の室内浮遊真菌濃度が日本建

築学会の規準値（50cfu/m3）を超過している建

物が個別分散方式を採用している建物に多いこ

とから，空調機エアフィルタのろ過性能の不足

が原因と推測される。また，空調機の起動後に

給気中の真菌濃度が上昇している建物が 6件あ
り，空調機が室内の微生物汚染の一因となって

いることが確認された。個別分散空調方式にお

いては，コイル・ドレンパンでは Cladosporium 
spp.，yeast，Fusarium spp.などが多量に検出され
る一方，ファン・フィルタでは主に Aspergillus 
spp.，Penicilliim spp.が検出された。このことか
らファン・フィルタでは耐乾性の菌が繁殖しや

すく，コイル・ドレンパンでは好湿性の菌が繁

殖しやすい傾向にあることが明らかになった。

更に空調吹き出し口の温湿度計測から，空調方

式，設定温度，全熱交換器の有無にかかわらず

結露水量は 0.005kg/kg(DA)を超える物件はほと
んどないものの，運転時間，結露水の発生して

いる時間が微生物の繁殖に関係していることが

分かった。 
事務所建築物における実測の結果，季節毎に

建築物衛生環境管理基準値に適合しない項目，

その他の測定対象についても気中濃度が高い建

物などが存在した。空調設備として中央式及び

個別方式に分けてその違いを検討したところ，

個別方式の建物において浮遊微生物及び PM2.5

濃度が高い状況が顕著で，空調機のエアフィル

タの性能及び運用方法などが理由として挙げら

れた。 
また，保健所環境衛生監視員を対象として，

建築物衛生法に係わる設備の設置指導について

行ったアンケート調査の結果より，湿度に関す

る認識が低いこと，加湿と共に結露の問題が起

こること，運用に関する適切なマニュアル，設

置の義務化など法整備に関しても要望があった。

「第 3種」のような粉じんの浄化能力のない換
気設備についても，半数以上が機械換気設備と

認めており，法律が近年の空調設備の複雑化に

対応できていない面も見られた。 
これらの情報から，建築物衛生法及び建築基

準法に，空調或いは換気設備等の規定が明確に

示されていないことなどが，不適率指標上昇の

要因の一つであることが示唆された。 
 
C.3 建築物の空気調和設備の維持管理及び運用
のあり方に関する研究 
 首都圏，および蒸暑地域を含む地方における

事務所ビルを対象として空調方式が中央方式及

び，個別方式の建築物において測定を実施した。

建築物規模は大規模から小規模，竣工年数も

様々な建築物の検討を行うため 12 件の多様な
建築物の実測，解析を実施した。また，室内温

度，相対湿度，二酸化炭素濃度を連続的に測定

し解析，検討を行い，データの充実を図った。

また，既往研究で得られた全国アンケート調査

の結果を用いて，冬期（1 月，2 月，3 月，12
月）における室内温度，相対湿度，二酸化炭素

濃度の解析，検討を行った。 
 さらに，あらたな管理基準・管理方法に関す

る検討を目的に，室内環境測定データと室内温

度分布データとBEMSデータを用いた検討を行
い，BEMSによる室内環境測定の可能性につい
て検討を行った。 
 今後も建築物衛生法の測定方法を継続的に検

討していく必要があると考えられ，公衆衛生の

視点に立脚した室内環境の維持管理方法の確立

が望まれる。 
 
C.4健康影響と管理基準のあり方に関する研究 
建築物内空気環境に対する新たな汚染源とし

て，近年オフィスや家庭に急速に普及した電子

複写方式の複写機，レーザープリンタから稼働

時に排出されるエミッション中の微細な粒子状

物質（FP，UFP）について現時点での知見の整
理を試みた。その結果，機器の稼働時に FP，
UFPが排出されることは明らかであり，その制
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御のための知見も集積しつつある半面，その曝

露に伴う生体反応，健康影響については，ごく

最近になって研究結果が報告され始めた段階で，

この分野の研究が急速に進展していることがう

かがわれた。またこれに合わせて粒子状物質の

成分組成に関する報告や実際の建築物環境にお

ける空気環境，曝露濃度などの報告も増加して

おり，これらの機器の現実的な使用条件下にお

ける生体影響の可能性の評価のための情報が集

積しつつある。 
今後建築物環境衛生管理におけるリスク評価

のため，ハザード評価，曝露評価に役立つ研究

結果のさらなる進展が期待される。 
 
（倫理面での配慮） 
 建築物利用者に対して建築物に関するアンケ

ート及び環境衛生監視員に対して建築物衛生法

に関する調査を実施した。個人の情報を得ない

よう配慮するとともに，解析は匿名化されたデ

ータを用いて統計的処理を行う。一方，建築物

や法律の解釈を対象としており，個人を対象と

した調査や実験を含まない。また，研究で知り

得た情報等については漏洩防止に十分注意して

取り扱うとともに，研究以外の目的では使用し

ない。 
 
E. 結論 
 本研究では，建築物における環境衛生管理及

び管理基準に着目して，建築物の環境衛生の実

態調査，現状の把握及び問題点の抽出，原因の

究明，対策の検討等を実施し，これらの情報を

基に，公衆衛生の立場を踏まえた，今後の建築

物に必要な環境衛生管理項目のあり方について

提案を行った。 
 SBS関連症状と室内空気質については，冬期
では，非特異症状と高い粉じん濃度，上気道症

状と高いアルデヒド類濃度や高い室内温度，皮

膚症状と低い室内温度との間に関連性が認めら

れた。また，皮膚症状と低湿度にも有意な傾向

がある。夏期では，上気道症状と高いトルエン

濃度，皮膚症状と低い室内温度との間に有意な

関係がみられた。よって，「省エネルギー・経済

性等に由来する社会的要請」と「部分空調等に

代表される技術革新」により進行している実態

を実証するとともに，今日も空気環境に由来す

る SBSが存在し，衛生水準変化により増加する
危険のあることなどを指摘した。このように，

室内環境要因と SBS 関連症状の関連が確認さ
れたが，回答率の偏りや測定データ数の不足な

どに課題が残された。具体的な対策や基準の提

案には回答率（数）の確保と縦断的な調査によ

るエビデンスレベルの高い資料の整備を続ける

必要がある。 
 建築物衛生管理のあり方については，わが国

の最大の課題は高齢社会へのスムーズな移行と

適合であり，建築物衛生も例外ではない。本課

題でも実態把握を試行して検討を行い，高齢者

福祉施設や住宅の衛生環境整備などの重要性を

確認した。 
 新しい空調技術・社会的要請への対応につい

ては，本課題の一連の研究により，個別空調に

代表される新技術が建築衛生，ひいては使用者

の健康に及ぼす様々な影響が明らかにされた。 
  また，建築物衛生管理のあり方については，

 社会のニーズにあった建築物衛生のあり方に

ついて，加湿や換気など現状のシステムと矛盾

のない維持管理，運用方法に関する情報提供が

不可欠である。更には，新たな技術や要請に対

応した資料整備を継続するとともに，「健康影響

の動向と原因・機序の追及」，「衛生環境評価の

方法の整備」，「新技術導入に伴う監視評価指導

のための資料・基準・体制の整備」を図ること

の必要性を指摘した。技術面では，衛生管理や

監視・指導に新たな配慮が求められているが，

指針やマニュアルは未整備な状況にあり，多様

な手段を駆使してそれらを構築・提供していく

ことが求められている。体制面では，急速な技

術革新や社会的要請に取り残されないよう，建

築物衛生監視システムの絶え間ない研鑽と情報

収集が不可欠である。 
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